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異議申立てに対する決定について（答申） 

 

平成２７年２月６日付け精医セ第４４５号による下記の諮問について、別紙のとお

り答申します。 

 

                記 

 

諮問第５６６号 

 平成２６年１２月２６日付けで異議申立人から提起された、平成２６年１２月１５

日付け精医セ第３５７号で行った行政文書部分開示決定に係る異議申立てに対する決

定について 
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諮問第５６６号 

 

答  申 

 

第１ 審査会の結論     

千葉県病院局長（以下「実施機関」という。）が行った行政文書部分開示決定で

不開示とした部分のうち、別表に掲げる行政文書は開示すべきである。 

また、再度、保有する行政文書について特定の上、改めて開示決定等をすべき

である。 

実施機関のその余の決定は、妥当である。 

 

第２ 異議申立てに至る経緯 

１ 行政文書開示請求 

異議申立人は、平成２６年１１月１８日付けで千葉県情報公開条例（平成１２

年千葉県条例第６５号。平成２８年千葉県条例第１５号による改正前のもの。以

下「条例」という。）第５条に基づき、実施機関に対し、行政文書開示請求（以

下「本件請求」という。）を行った。 

２ 請求内容 

「ＣＰＭＣによるＵＳＢメモリー紛失事件にかかる情報全て。具体的には別紙

のとおり」 

「別紙 報道等によると、千葉県精神科医療センターが以前にＵＳＢメモリー

を無くすという事件を起こしました。その件に関する情報一切。 

監査情報や、謝罪声明、電子メール、報告、会見の資料や原稿、紛失した男性

医師の進退・処分、その後のＵＳＢメモリーの捜索にかかる資料、などなど全て。 

次は新聞報道からの引用です。ご参考ください。（中略）  

なお、非開示・部分開示・不存在・存否応答拒否の部分については、全てその

通知が必要です。請求した情報を全部であれ一部であれ廃棄した場合には、当該

情報は廃棄したということを示す情報も全て開示請求の対象に含めます。そして、

当該情報の保存期間および保存期間の変更および保存期間に関する分類等および

保存期間に関する分類等の変更等々を示す情報も全て開示請求の対象に含めます。 

また、事案の移送もお願いいたします。」 

３ 特定した対象文書 
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実施機関は、「（No１）千葉県精神科医療センター（以下「センター」という。）

における患者様個人情報の紛失について（Ｈ２３年８月２９日、件数：１）」、

「（No２）取材報告（Ｈ２３年８月２９日、件数：２）」、「（No３）精医セ第

７７５号：患者様の個人情報の紛失についてのお詫び（Ｈ２３年９月１５日、件

数：１）」、「（No４）平成２３年度 臨時診療録管理委員会 次第（Ｈ２３年

９月２６日、件数：１）」、「（No５）医療安全対策委員会次第（Ｈ２３年９月

２日、件数：１）」、「（No６）平成２３年度 臨時診療録管理委員会 次第（Ｈ

２３年９月６日、件数：１）」、「（No７）個人情報の紛失について（事故報告）

（Ｈ２３年１２月２１日、件数：１）」の７点（以下併せて「本件対象文書」と

いう。）を特定した。 

４ 実施機関による決定 

平成２６年１２月１５日付け精医セ第３５７号による行政文書部分開示決定

（以下「本件決定」という。） 

５ 異議申立て 

異議申立人は、本件決定を不服として平成２６年１２月２６日付けで異議申立

てを行った。 

 

第３ 異議申立人の主張要旨 

１ 異議申立ての趣旨 

本件決定を取り消して、請求した情報を全部開示するとの決定を求める。 

２ 異議申立ての理由 

非開示部分は、条例第８条第２号には該当しない。また、たとえ該当したとし

ても、同号ただし書イロハニ全てに該当する。 

３ 意見書の要旨 

（１）文書の特定 
医療安全対策委員会等が取得、作成した情報の中にも対象文書が含まれてい

る可能性が高く、特定された文書が本件対象文書のみなのは、不合理である。

センターに寄せられている苦情等についても、開示文書として特定すべきであ

る。 
（２）不開示理由に対する反論 

ア 条例第８条第２号該当性 
（ア）千葉県庁における記者クラブの職員の氏名 

行政機関職員の不祥事は、公表基準を定めた総務部長などの通達等に基
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づいて、地方公共団体の本庁舎を詰め所としている報道機関に宛てて情報

を提供することによって公表がなされる。本件でも同様であると認められ

ることから、記者は独自の取材として参加した訳ではなく、千葉県職員に

よる不祥事の公表基準に依拠して参加したと言える。 
さらに、条例の解釈運用基準によると、本号ただし書イの具体例として

公にすることが慣行となっており、公表しても社会通念上個人のプライバ

シーを侵害するおそれがないことが確実である情報を明示している。千葉

県同様に個人識別情報型を採用している他の自治体では、民間職員の氏名

を所属や職名等とともに開示している。 
したがって、千葉県庁を詰め所としている報道機関職員の氏名は個人情

報による非開示を定めた条例第８条第２号に該当しないか、または、たと

え該当したとしても、少なくとも本件では、当該記者会見が特殊な場合に

あたり公的性質が強大であるといえ、同号ただし書イに該当する。 
（イ）ＵＳＢメモリーを紛失した医師職員の氏名 

当該医師は、当該センターの正規職員である。 
当該メモリーは、当該医師の担当患者の個人情報のみならず、センター

全体の患者の個人情報を保存したものと認められる。当時の医師（当該医

師も含む）氏名は、市販の千葉県職員録等に記載されている。当時の医師

が担当していた患者の個人情報が紛失したことは、現時点でも推認できる。

また、患者以外誰一人として、情報開示により患者の個人情報を知ること

ができず、新たに患者のプライバシーが侵害されるおそれはない。 
処分庁が表明するおそれは、患者の氏名や病歴等とともに当該医師の氏

名が一般に入手できる情報として公になった場合のみ現実になる。しかし、

当該紛失情報が第三者に渡って患者に不利益が生じたとの報告はない。ま

た、当該ＵＳＢメモリーが発見される見通しはなく、当該紛失情報と当該

開示情報とが組み合わさる可能性はない。 
当該医師は、懲戒処分を受けていない。この場合、氏名を秘匿し当該医

師の社会的信用を維持することは、当該医師の正当な利益（２号）として

保護されるものではない。 
公立の精神医療機関職員による職務遂行上の不祥事情報は、患者等が医

療機関等を選択する際の有益な情報として開示していくのが、ロの趣旨に

合致する。 
患者には、インフォームドコンセント権が保障されているが（憲法１３
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条）、その説明の内容として正確な情報が与えられることが望まれる。当該

医師の氏名が公になれば、患者は当該医師による診察を拒否できる。 
イ 条例第８条第６号該当性 

情報管理の安全対策関連情報が全部非開示にされていたとしても、決定通

知書に当該行政文書の名称及び件数、非開示理由を具体的に明記すべきであ

る。異議申立人が具体的に反論できるよう、可能な限りの抽象的な情報を理

由説明書に記載すべきである。 

 

第４ 実施機関の説明要旨 

１ 本件対象文書の内容 

本件対象文書は、平成２３年８月２５日にセンター勤務医師が患者の個人情報

を保存したＵＳＢメモリーを紛失した事件（以下「本件事件」という。）に係る記

録一切である。 

平成２３年８月２５日に当該医師から紛失の報告があり、同月２６日に当該医

師から警察に紛失届を提出し、同月２９日午後５時１５分からセンター内にて報

道発表を行った。その後、謝罪文のホームページへの掲載、通院中の患者に対す

る謝罪文書の直接配布、院内での謝罪文書の掲示を行い、関係行政機関に謝罪文

書を送付し、医療安全対策委員会や臨時診療録管理委員会にて、改善策の検討及

び実施について協議を行った。本件対象文書は、本件事件に係る病院局のこれら

の対応記録として保存された文書であり、対象行政文書として特定した。 

２ 不開示の理由について 

（１）条例第８条第２号該当性について 

ア 報道機関の記者等の氏名 

当該情報は、記者等の氏名であり、個人に関する情報であって特定の個人

を識別することができる情報で条例第８条第２号に該当する情報である。 

そして、同号ただし書イからニには該当しないため、条例第８条第２号に

該当する情報である。 

イ 医師の氏名 
紛失されたＵＳＢには、紛失した医師の担当する患者の情報が含まれてい

ると推測されるため、当該医師の氏名が判明してしまうことにより、どの患

者の情報が紛失されたか推測されてしまうおそれがある。このため、当該医

師の氏名は個人（患者）に関する情報であって、特定の個人を識別すること

ができる情報であり、条例第８条第２号に該当するといえる。 
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そして、この情報は、同号イ、ロ、ニには該当しない。 

また、当該医師は公務員であり、当該情報はその職務の遂行に係る情報で

あるから、同号ハに該当し、公開されることが原則である。だが、上述のと

おり、この情報は同時に患者に関する情報であって、特定の個人を識別する

ことができる情報でもあるから、公開してしまうことにより、基本的人権を

尊重し、個人の尊厳を守る立場から、個人のプライバシーを最大限に保護す

るため、不開示とする個人情報の要件を定めた同号の趣旨に反することにな

る。よって、この情報は、同号に該当する情報である。 

（２）条例第８条第６号該当性について 
情報管理の安全対策関連情報 
県が行う情報管理の安全対策事務に関する情報であって、公にすることによ

り当該事務の性質上、情報漏えいなどが起こることにより、当該事務の適正な

遂行に支障を及ぼすおそれがあるため、条例第８条第６号に該当するといえる。 
 

第５ 審査会の判断 

当審査会は、異議申立人の主張及び実施機関の説明並びに本件対象文書を基に

調査審議した結果、次のとおり判断する。 

１ 本件対象文書の不開示部分について 

  実施機関は、上記第２の３のとおり、本件決定において、７点の行政文書を特

定し、そのうち、「（No３）精医セ第７７５号：患者様の個人情報の紛失について

のお詫び（Ｈ２３年９月１５日、件数：１）」、「（No４）平成２３年度 臨時診療

録管理委員会 次第（Ｈ２３年９月２６日、件数：１）」、「（No５）医療安全対策

委員会次第（Ｈ２３年９月２日、件数：１）」は全て開示としている。よって、部

分開示とした以下の行政文書について、本件決定の妥当性を検討する。 

（１）「（No１）千葉県精神科医療センターにおける患者様個人情報の紛失について

（Ｈ２３年８月２９日、件数：１）」（以下「対象文書１」という。）中の不開示

部分について 
対象文書１で不開示とした部分は、対象文書１を構成する「記者会見出席者

名簿」中、記者会見に出席した報道各社の記者の氏名である。 
記者の氏名は条例第８条第２号本文前段に規定する個人に関する情報であっ

て特定の個人を識別することができる情報に該当する。また、実施機関におい

て、記者会見に出席した記者の氏名を公表する慣行性は認められず、同号ただ

し書イに該当しない。 
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さらに、本件記者会見の実施が実施機関によって周知されたこと、及びＵＳ

Ｂの紛失が社会的に与える影響が大きいことをもって、記者の氏名に公表慣行

性があると解することはできない。 
よって、記者の氏名は条例第２条第８号本文前段に該当し不開示が妥当であ

る。 
（２）「（No２）取材報告（Ｈ２３年８月２９日、件数：２）」（以下「対象文書２」

という。）中の不開示部分について 
対象文書２で不開示とした部分は、取材をした報道機関（民間会社及び特殊

法人）に属する記者の氏名である。 
記者の氏名は、上記（１）と同様の理由により、不開示が妥当である。 

（３）「（No６）平成２３年度 臨時診療録管理委員会 次第（Ｈ２３年９月６日、

件数：１）」（以下「対象文書６」という。）中の不開示部分について 
対象文書６で不開示とした部分は、対象文書６を構成する「１ 議題（２）

ＵＳＢ紛失事故に対する改善策（事務局（案））についての添付資料」である。 
具体的には、実施機関は、「ＵＳＢ紛失事故に対する改善策（事務局（案））

について（平成２３年９月６日）」（以下第５の１（３）において「改善策につ

いて」という。）と題する文書及び情報システム課長発「平成２３年６月１５

日付け情第５４６号、配布パソコンに係るＵＳＢメディアの取扱いの変更につ

いて（通知）及び別添資料」（以下第５の１（３）において「情シス通知」と

いう。）を条例第８条第６号に該当するとして全部不開示とした。 
以下、対象行政文書ごとに不開示の妥当性を検討する。 

ア 「改善策について」の不開示妥当性について 
「改善策について」は、本件事件を受けて、センターがＵＳＢ紛失事故に

対する改善策を協議するために作成した文書である。 
当審査会が内容を見分したところ、当該文書には、センターの医師は県庁

の配布パソコンを使用すること、そのために新たなソフトやネットワーク構

成を必要とすることなどが記載されている。 
実施機関は、これらの情報により今後のセンターにおける情報セキュリテ

ィ上の問題が生じるとして条例第８条第６号に該当するとして不開示とした

ところである。 
しかしながら、県の機関であるセンターが県の情報システムに準じてシス

テムを構築することはむしろ当然であり、また、当該文書に詳細なセキュリ

ティ情報が記載されているわけではない。 
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よって、当該文書を開示しても実施機関が主張する情報セキュリティ上の

懸念は生じるとはいえず、条例第８条第６号に該当するとは認められないた

め、当該文書は開示すべきである。 
イ 「情シス通知」の不開示妥当性について 

当該文書は、情報システム課が配布パソコンからＵＳＢメディアへの情報

の保存に関して行う暗号化についての手順が記載された文書である。 
ＵＳＢメディアへの情報の保存に使用されるソフトは、配布パソコンのＯ

ＳであるＷｉｎｄｏｗｓに附属されているごく一般的な暗号化ソフトであり、

その暗号化手順など使用方法は周知の事実である。 
ＵＳＢメディアの情報が漏えいするかどうかは、ＵＳＢメディアの管理、

暗証番号の管理などによって左右されるものであり、当該文書の開示を契機

として、ＵＳＢメディアに保存した行政文書等の漏えいなど、県の情報セキ

ュリティ対策に影響が生じるとは認められない。 
よって、当該文書は、条例第８条第６号に該当するとは認められず、開示

すべきである。 
（４）「（No７）個人情報の紛失について（事故報告）（Ｈ２３年１２月２１日、件数：

１）」（以下「対象文書７」という。）中の不開示部分について 
ア 実施機関の条例第８条第２号該当性の主張について 
（ア）対象文書７で不開示とした部分は、対象文書７を構成する「医療事故報

告書（一次報告用・分析用）」中の医師の氏名である。 
実施機関は、当該医師の氏名が判明してしまうことにより、どの患者の

情報が紛失されたか推測されてしまうおそれがあり、このため、当該医師

の氏名は患者の個人情報であり、特定の個人を識別することができる情報

であるとして条例第８条第２号により不開示としたと主張するのでこの点

について検討する。 
（イ）医師の氏名は患者にとって、自分が診察を受けている医師名という個人

情報であるが、たとえ本件医師名を開示しても、当該医師が診察を担当し

ている患者の氏名が識別されるおそれは考え難い。 
また、患者に近い第三者にとっても、センターは患者を含め関係者には

医師名を明らかにした上で謝罪をしていることから、これらの第三者に 
とって医師名はすでに了知されている。 
よって、医師名を患者の個人識別情報として関連付け、医師名を不開示

とした実施機関の判断は是認できない。 
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イ 条例第８条第２号ただし書ハ該当性について 
当該医師はセンター職員であり、公務員の氏名は条例第８条第２号ただし

書ハに該当することから、この点について開示、不開示の妥当性を検討する。 
条例第８条第２号ただし書ハは、「当該情報がその職務の遂行に係る情報で

あるときは、当該情報のうち、当該公務員等の職、氏名（警察職員であって

規則で定めるものの氏名を除く。）及び当該職務遂行の内容に係る部分」は開

示される旨を規定している。 
対象文書７は、本件事件に係る事故報告書であり、医師は職務上、ＵＳＢ

メモリーに含まれる個人情報を適切に管理する職責を課されていたことを鑑

みると、本件対象文書には医師の職務遂行に係る情報が記載されていると認

められる。 
しかし、同時に、本件対象文書に記載された情報には、職務を離れた個人

の評価につながる私事に関する情報が含まれている。 

すなわち、公務員が県民の個人情報を流出するという事故を起こした場合、

当該公務員に対しては懲戒処分等の厳しい措置が取られることもある。たと

え懲戒処分にまで至らなくとも、医師の職にある者が患者の個人情報を記録

したＵＳＢを紛失したという情報は、当該医師に対する評判を低下させると

同時に、医師の身分を離れた個人としての評価を低下させるなどの事態が発

生するおそれがある。 
公務員においても、上記おそれがある場合に、当該事実をみだりに開示さ

れないことにつき正当な利益を有するものというべきである。 
よって、本件対象文書における医師名は、当該医師の私事に関する情報の

面を有するものであり、条例第８条第２号本文前段の個人に関する情報に該

当し、不開示とすることが妥当である。 
２ 対象行政文書の特定漏れについて 

異議申立人は、「医療安全対策委員会等が取得、作成した情報の中にも対象文 

書が含まれている可能性が高く、特定された文書が本件対象文書のみなのは、不

合理である。センターに寄せられている苦情等についても、開示文書として特定

すべきである。」と主張しているのでこの点について検討する。 
当審査会が事務局職員をして、センターが書庫等において保有する行政文書に

ついて調査したところ、以下のとおりであった。 
ＵＳＢ紛失に関連する行政文書については１冊のファイル（背表紙の名称「Ｕ

ＳＢ紛失」、厚さ約３．７センチ、紙枚数約２３０枚。以下「本件ファイル」とい
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う。）にまとめられていた。 
これを調査したところ、本件対象文書以外に、本件事件に関する行政文書を保

有していることが判明した。 
よって、実施機関は、異議申立人の主張を考慮の上、再度、本件ファイルから

行政文書の特定を行った上、開示決定等をすべきである。 
３ 異議申立人の主張について 

異議申立人は、その他種々主張しているが、当審査会の判断に影響を及ぼすも

のではない。 

４ 結論 

以上のとおり、実施機関は、別表に掲げる行政文書について開示すべきである。 

また、再度、本件ファイルから行政文書を特定の上、改めて開示決定等をすべ

きである。 

実施機関のその余の決定は、妥当である。 

 

第６ 審査会の処理経過 

当審査会の処理経過は、次のとおりである。 

年  月  日 処 理 内 容 

平成２７年２月６日 諮問書の受理 

平成２７年４月１６日 実施機関の理由説明書の受理 

平成２７年６月１５日 異議申立人から意見書の受理 

平成２８年１０月２８日 審議 

平成２８年１１月２５日 審議 

平成２８年１２月１６日 審議 

 

別表 

No       不開示とした行政文書名 

１ ＵＳＢ紛失事故に対する改善策（事務局（案））について（平成２３年９月６日） 

２ 平成２３年６月１５日付け情第５４６号、配布パソコンに係るＵＳＢメディアの

取扱いの変更について（通知）及び別添資料 
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